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全国火薬類保安協会

❖発破作業、あせらずあわてず確実に　　　　　　　　　　　❖気を抜くな　扱う相手は　火薬類

◉ 主要行事予定表　 ※ 新型コロナウイルス感染症対策のため、延期、中止の

可能性があります。

　　　　　　　　　　　  ホームページ等でも随時お知らせします。

開催年月日 主　要　行　事

令和5. 12. 22 甲種・乙種火薬類製造保安責任者試験（大臣試験） 
合格発表

令和6.  2. 26 第37回理事会

3. 12 第23回総会（臨時）

5. 28 第38回理事会

6. 12 第24回総会（定時）

未定 全国会議、試験事務所長会義

未定 手帳制度研修会

◉  産業火薬類の生産、出荷（販売）、在庫量（経済産業省生産動態統計
月報）は経済産業省のホームページ中の統計からご覧ください。

　URL　 https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/seidou/result/ichiran/08_seidou.

html#menu5

◉ 令和５年火薬類関係事故について（11月30日までに報告のあったもの）
総括表（取扱・種類別一覧表）

項　　　目 事故件数 死亡者数 負傷者数

取扱 種類別 件数 計 人数 計 人数（重−軽） 計

製 造 中
産 業 火 薬 1 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

2
0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0
0 − 0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0 −1煙 　 火 0 0 0 − 0
が ん 具 煙 火 1 0 0 − 1

消 費 中
産 業 火 薬 2 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

71
0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0
0 − 0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

6 −11煙 　 火 53 0 5 − 8
が ん 具 煙 火 16 0 1 − 3

運 搬 中
産 業 火 薬 0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0
0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0
0 − 0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0 −0煙 　 火 0 0 0 − 0
が ん 具 煙 火 0 0 0 − 0

貯 蔵 中
産 業 火 薬 0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0
0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0
0 − 0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0 −0煙 　 火 0 0 0 − 0
が ん 具 煙 火 0 0 0 − 0

玩ろう中
産 業 火 薬 1 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

1
0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0
0 − 1 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0 −1煙 　 火 0 0 0 − 0
が ん 具 煙 火 0 0 0 − 0

その他事故
産 業 火 薬 0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

3
0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0
0 − 0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0 −0煙 　 火 2 0 0 − 0
が ん 具 煙 火 1 0 0 − 0

合　 計
産 業 火 薬 4 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

77
0 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

0
0 − 1 ⎫

⎜
⎜
⎬
⎜
⎜
⎭

6 −13煙 　 火 55 0 5 − 8
が ん 具 煙 火 18 0 1 − 4

※ 詳細は、弊協会のホームページをご覧ください。

◉  景気は、このところ一部に足踏みもみられるが、緩やかに回復している。
　　− 11月の月例経済報告 −

　内閣府は22日、月例経済報告等に関する関係閣僚会議に「11月の月例経済報

告」を提出し、承認された。

（我が国経済の基調判断） 
　景気は、このところ一部に足踏みもみられるが、緩やかに回復している。

　　・個人消費は、持ち直している。

　　・設備投資は、持ち直しに足踏みがみられる。

　　・輸出は、このところ持ち直しの動きがみられる。

　　・生産は、持ち直しの兆しがみられる。

　　・ 企業収益は、総じてみれば改善している。企業の業況判断は、総じてみれ

ば緩やかに改善している。

　　・雇用情勢は、改善の動きがみられる。

　　・消費者物価は、上昇している。

　先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあっ

て、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う

影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しす

るリスクとなっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場

の変動等の影響に十分注意する必要がある。

（政策の基本的態度）
　30年来続いてきたコストカット型経済から持続的な賃上げや活発な投資がけん

引する成長型経済へ変革するため、新しい資本主義の取組を加速させる。

　このため、変革を力強く進める供給力の強化策と不安定な足元を固め物価高を

乗り越える生活実感の改善策により、投資と消費の力強い循環につなげるべく

「デフレ完全脱却のための総合経済対策〜日本経済の新たなステージにむけて〜」

（11月２日閣議決定）を早期に実行する。その裏付けとなる令和５年度補正予算

の早期成立に全力で取り組む。

　日本銀行には、経済・物価・金融情勢を踏まえつつ、賃金の上昇を伴う形で、

２%の物価安定目標を持続的・安定的に実現することを期待する。

　こうした取組を通じ、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起す

る成長戦略を一体的に進めつつ、デフレに後戻りしないとの認識を広く醸成し、

デフレ脱却につなげる。


